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－１－ .  

平成２９年度生駒市水道事業報告書 

 
 概 況 
 

(1) 総括事項 
水道事業では、市民のみなさまの日常生活に欠かすことのできない清浄な水を安定して

供給するため、日ごろより原水の確保、老朽施設の更新及び施設の耐震化を進めるととも

に、市民サービスの向上に努めています。 
平成２９年度は、効率的な送水システムを実現するため、引き続き小瀬配水池送水ルー

ト変更の工事を進めました。関連工事の進捗に併せて、一部の工事が平成３０年度に繰越

となりましたが、早期の完成を目指し、引き続き工事を進めています。 
また、災害に強い水道施設を確立するため、昨年度に続いて施設の詳細耐震診断や老朽

水道管の更新を行うとともに、配水管の漏水調査を行い、漏水の早期発見、早期修繕に努

めました。 
さらに、市民のみなさまが水道水により親しみを持ち、水道水の良さを実感していただ

けるよう水道水のＰＲを行いました。 
 
ア 業務概要 

平成２９年度末給水人口は１２０，３３６人で、年間総配水量は、前年度に比べて、

１１２，４１２㎥増の１２，３１１，２７３㎥となりました。また、年間有収水量は１１，

７７３，６６１㎥で、有収率は９５．６％となりました。 
 
イ 建設改良工事 

平成２９年度については、平成２７年度からの継続事業である新小瀬中継所建設工事を

進めるとともに、道路改良や下水道工事等に伴い水道管の移設や老朽水道管の布設替によ

る更新工事を実施するなど水道施設の改良に取り組みました。 
 

ウ 経営状況 
平成２９年度については、営業収益が約２３億３，７５７万円であったのに対し、営業

費用は約２４億６，４８７万円となり、長期前受金戻入や給水分担金等の営業外収益約４

億７，３０３万円を加え、支払利息等の営業外費用約６７７万円を差引いた経常利益は約

３億３，８９５万円となりました。この経常利益に特別利益約１３万円、特別損失約１４

８万円を合わせた当年度純利益は約３億３，７６０万円となりました。 
 
今後も、より一層、効率的な業務運営やサービスの向上を図り、清浄で低廉な水道水の

安定供給に努めます。 
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－２－ .  

 議会議決等事項 

議 案 等 番 号 議 決 等 年 月 日  事 項 

報告第１３号 平成２９年 ６ 月１２日 平成２８年度生駒市水道事業会計予算繰越計算書 

報告第１４号 平成２９年 ６ 月１２日 平成２８年度生駒市水道事業会計継続費繰越計算書 

報告第１６号 平成２９年 ９ 月１４日 平成２８年度生駒市水道事業会計継続費精算報告書 

報告第１８号 平成２９年 ９ 月１４日
平成２８年度決算に基づく生駒市資金不足比率の報告

について 

議案第５４号 平成２９年１０月１３日
平成２８年度生駒市水道事業会計剰余金の処分及び決

算の認定について 

議案第７７号 平成２９年１２月１１日
生駒市水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定

について 

議 案 第 ７ 号 平成３０年 ３ 月２６日 平成３０年度生駒市水道事業会計予算 

 

行政官庁届出事項 

 該当事項はありません。 
 

 職員に関する事項 
職員数 （単位：人） 

 
事務職員 技術職員 合 計 

平成 年 月 日

現在職員数 
２１      １３  ３４ 

＊ 水道事業管理者を除いています。

＊（ ）内は短時間勤務職員数を外書きしています。

 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

該当事項はありません。
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２．建設改良費の概要

  （１） 新設改良費

科目 契 約 日

工

　
事
　

請
　
　

負
　

　

費

平成　年　月　日

真弓事務所トイレ改修工事

下水道壱分町314号線工事及び水道管移設工事

宝山寺参詣線道路整備工事(第3-1工区）に伴う配水管布設替工事

下水道中菜畑224-2号線工事及び水道管移設工事（前払い金）

下水道西松ヶ丘464号線工事及び水道管移設工事

北田原中学校線道路整備工事に伴う配水管移設工事（１工区）

下水道生駒台276-1号線工事及び水道管移設工事

真弓浄水場備蓄倉庫整備工事

谷田町地内配水管布設替工事

下水道中菜畑7号線工事及び水道管移設工事（前払い金）

下水道俵口町444号線工事及び水道管移設工事（前払い金）

下水道西旭ヶ丘214号線工事及び水道管移設工事（前払い金）

下水道辻町137号線工事及び水道管移設工事（前払い金）

バックアップ回線に伴うLAN配線工事（水道料金システム）

真弓事務所別館１階空調機取換工事

白庭台北38号線道路整備工事及び水道管移設工事

下水道緑ヶ丘420号線工事及び水道管移設工事（前払い金）

下水道有里町212-1号線工事及び水道管移設工事

（消費税及び地方消費税込み）

件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名 金額（円）

下水道松美台271号線工事及び水道管移設工事

　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
工
　
　
　
　
　
事
　
　
　
　
　
請
　
　
　
　
　
負

　

　
　

費

下水道俵口町454号線工事及び水道管移設工事

下水道壱分町220号線工事及び水道管移設工事

下水道西松ヶ丘470号線工事及び水道管移設工事

下水道小明町312-1号線工事及び水道管移設工事（前払い金）

南田原（池谷）地内水道管緊急補修工事

山崎町地内排水管布設工事に伴う配水管移設工事

下水道谷田町493号線工事及び水道管移設工事

東生駒1丁目地内配水管工事に伴う舗装本復旧工事及び鉄蓋入替工事
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科目 契 約 日件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名 金額（円）

工

　
事
　

請
　
　

負
　

　

費

平成　年　月　日

小　　　　　　　計

竜田川横断配水管布設替工事（文珠橋）に伴う設計業務

委 ＣＡＤ積算業務 3件 　　 　29.5.8 ほか

水道料金システムクラウド環境移行等業務

託 ひかりが丘配水場電気設備等改良工事実施設計業務

ひかりが丘配水場詳細耐震診断業務

料 水道料金システムＪｉp－Base構築業務

水道料金システムバックアップ回線構築業務

北新町地内配水管布設替工事に伴う境界点確認業務

小　　　　　　　　　　計 小　　　　　　　計

用
地
費

小　　　　　　　計

水道管の道路占用に伴う復旧負担金 宝山寺参詣線道路整備工事（第２－３工区）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （第３－１工区）

小　　　　　　　　　　計 小　　　　　　　計

そ
の
他

小　　　　　　　　　　計 小　　　　　　　計

新　設　改　良　費　合　計

工
事
請
負
費

真弓浄水場内送電線鉄塔跡地の土地買収費

工
事
負
担
金

鬼取配水場～山崎浄水場他対向テレメータ更新工事

竜田川横断配水管布設替工事(文珠橋）（前払い金）

新設改良費に伴う事務諸費
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  （２）固定資産購入費

科目 契 約 日

平成　年　月　日

小　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　計

φ１３mm単口乾式デジタルメーター（バーター） 390個

φ２０mm複口乾式デジタルメーター（バーター） 2,439個

φ２５mm複口乾式デジタルメーター（バーター） 92個

φ４０mm竪型ウｫルトマンデジタルメーター（バーター） 27個

φ５０mm竪型ウｫルトマンデジタルメーター（バーター） 22個

3個

4個

5個

2個

小　　　　　　　　　　計

2台

5台 ほか

1台

小　　　　　　　　　　計

建　　設　　改　　良　　費　     　総　　　合　　　計

固　　定　　資　　産　 　購　　入　　費　 　合　　計

小　　　　　　　計

小　　　　　　　計

小　　　　　　　計

小　　　　　　　計

ポ
ン
プ
設
備

フランジ接続型水中ポンプ

GIS用スキャナー

ＭＰ－９５小型埋設物探知機 

原水用サンプリングポンプ

水道料金システムバックアップ用ルータ

件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

φ７５mm電子式水道メーター

深井戸用水中モーターポンプ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

業務プリンター一式

φ７５mm竪型ウｫルトマンデジタルメーター（バーター）

φ５０mm電子式水道メーター

水
道
メ
ー

タ
ー

（消費税及び地方消費税込み）

電動穿孔機セット一式

金額（円）

車
両
運
搬
具

軽自動車貨物箱型バン

軽自動車貨物ダンプ

器
具
備
品

φ１００mm電子式水道メーター
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３．業　　務

（１）業務量に関する事項

増　　減 増減率(%)

人 △ 405 △ 0.34

人 △ 405 △ 0.34

人

％

戸

㎥

㎥

㎥ △ 52,644 △ 0.45

％ △ 1.3

㎥ △ 2,024 △ 5.19

㎥

ℓ △ 16 △ 4.95

ℓ

  （１㎥あたり）

給 水 原 価 ＝

  （１㎥あたり）

有　　収　　水　　量

１９４円３４銭（前年度１９３円９０銭）

事業費用－受託工事費－小水力発電費－災害援助費－特別損失－長期前受金戻入

一 日 平 均 配 水 量

一人一日最大配水量

一人一日平均配水量

供 給 単 価 ＝
給　　水　　収　　益
有　　収　　水　　量

年 間 総 配 水 量

県 営 水 道 受 水 量

普 及 率 Ｂ Ａ

年 間 有 収 水 量

有 収 率

一 日 最 大 配 水 量

１７４円６８銭（前年度１７１円０６銭）

比　　　　　較

計 画 給 水 人 口

単位 平成29年度 平成28年度

総 人 口 Ａ

年度末給水人口 Ｂ

事 　　項

年 度 末 給 水 戸 数
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（２）事業収益・事業費用に関する事項

　　　本年度中における事業収益及び事業費用は次のとおりです。

　ア　事業収益

増　減　率

（Ａ）－（Ｂ）
（Ｂ）

　　　　　　　　（円） 　　　（％） 　　　　　　　　（円） 　　　（％） （％）

営 業 収 益

(1)給水収益 △ 0.2

(2)受託工事収益

(3)その他営業収益

営 業 外 収 益 △ 8.8

特 別 利 益 △ 90.5

△ 1.5

　イ　事業費用

増　減　率

（Ａ）－（Ｂ）
（Ｂ）

　　　　　　　　（円） 　　　（％） 　　　　　　　　（円） 　　　（％） （％）

人 件 費

動 力 費

修 繕 費 △ 11.5

材 料 費

支 払 利 息 △ 42.7

工 事 請 負 費

路 面 復 旧 費 △ 41.6

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ 66.6

受 水 費

委 託 料

負 担 金 △ 2.9

そ の 他 △ 0.2

合 計

区 分

平成29年度　　（Ａ）

平成29年度　　（Ａ）

平成28年度　　（Ｂ）

（消費税及び地方消費税抜き）

区 分

（消費税及び地方消費税抜き）

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

合 計

平成28年度　　（Ｂ）

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

（２）事業収益・事業費用に関する事項

　　　本年度中における事業収益及び事業費用は次のとおりです。

　ア　事業収益

増　減　率

（Ａ）－（Ｂ）
（Ｂ）

　　　　　　　　（円） 　　　（％） 　　　　　　　　（円） 　　　（％） （％）

営 業 収 益

(1)給水収益 △ 0.2

(2)受託工事収益

(3)その他営業収益

営 業 外 収 益 △ 8.8

特 別 利 益 △ 90.5

△ 1.5

　イ　事業費用

増　減　率

（Ａ）－（Ｂ）
（Ｂ）

　　　　　　　　（円） 　　　（％） 　　　　　　　　（円） 　　　（％） （％）

人 件 費

動 力 費

修 繕 費 △ 11.5

材 料 費

支 払 利 息 △ 42.7

工 事 請 負 費

路 面 復 旧 費 △ 41.6

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ 66.6

受 水 費

委 託 料

負 担 金 △ 2.9

そ の 他 △ 0.2

合 計

区 分

平成29年度　　（Ａ）

平成29年度　　（Ａ）

平成28年度　　（Ｂ）

（消費税及び地方消費税抜き）

区 分

（消費税及び地方消費税抜き）

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

合 計

平成28年度　　（Ｂ）

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

（２）事業収益・事業費用に関する事項

　　　本年度中における事業収益及び事業費用は次のとおりです。

　ア　事業収益

増　減　率

（Ａ）－（Ｂ）
（Ｂ）

　　　　　　　　（円） 　　　（％） 　　　　　　　　（円） 　　　（％） （％）

営 業 収 益

(1)給水収益 △ 0.2

(2)受託工事収益

(3)その他営業収益

営 業 外 収 益 △ 8.8

特 別 利 益 △ 90.5

△ 1.5

　イ　事業費用

増　減　率

（Ａ）－（Ｂ）
（Ｂ）

　　　　　　　　（円） 　　　（％） 　　　　　　　　（円） 　　　（％） （％）

人 件 費

動 力 費

修 繕 費 △ 11.5

材 料 費

支 払 利 息 △ 42.7

工 事 請 負 費

路 面 復 旧 費 △ 41.6

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ 66.6

受 水 費

委 託 料

負 担 金 △ 2.9

そ の 他 △ 0.2

合 計

区 分

平成29年度　　（Ａ）

平成29年度　　（Ａ）

平成28年度　　（Ｂ）

（消費税及び地方消費税抜き）

区 分

（消費税及び地方消費税抜き）

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

合 計

平成28年度　　（Ｂ）

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

 

＊ 表中の比率については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、構成比率において合計と内訳の計が

一致しない場合があります。

 

 

＊ 表中の比率については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、構成比率において合計と内訳の計が

一致しない場合があります。
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（３）給水原価構成

千円 　円 千円 　円 千円 　円

人 件 費

動 力 費

修 繕 費 △ 8,420 △ 0.69

材 料 費

支 払 利 息 △ 942 △ 0.08

工 事 請 負 費

路 面 復 旧 費 △ 8,909 △ 0.75

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費 △ 29,110 △ 2.45

受 水 費

委 託 料

負 担 金 △ 369 △ 0.03

そ の 他

長期前受金戻入
控 除 前 合 計

長 期 前 受 金
戻 入

△ 394,409 － △ 411,808 － －

合 計

（消費税及び地方消費税抜き）

区　　分

平 成 年 度 平 成 年 度 比 較

金　　額
有収水量
１㎥あたり

金　　額
有収水量
１㎥あたり

金　　額
有収水量
１㎥あたり

＊ 事業費用から受託工事費、小水力発電費、災害援助費、特別損失及び長期前受金戻入を除いています。
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４．会 計 

 
（１）重要契約の要旨

本年度の重要契約は次のとおりです。（１件２，０００万円以上の工事請負費）

契 約 日
契約金額（円）

（消費税及び地方消費税込み）

契 約 内 容 契 約 先

平成 年 月 日 白庭台北 号線道路整備工事及び

水道管移設工事
奥村組土木興業㈱

下水道辻町 号線工事及び

水道管移設工事
西和工事㈱

下水道西旭ヶ丘 号線工事及び

水道管移設工事
上野建材㈱

下水道小明町 号線工事及び

水道管移設工事
高山建設㈱

下水道松美台 号線工事及び

水道管移設工事
京和建設㈱

下水道俵口町 号線工事及び

水道管移設工事
奈良県環境緑化協同組合

下水道緑ヶ丘 号線工事及び

水道管移設工事
上野建材㈱

竜田川横断配水管布設替工事

（文珠橋）
竹田水道工業㈱

小平尾町地内配水管布設工事 仲野水道設備㈱
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（２）企業債及び一時借入金の概況

ア 企 業 債

前年度末残高・・・・・・・・・・・・・ 円

本年度借入高・・・・・・・・・・・・・ 円

本年度償還高・・・・・・・・・・・・・ 円

本年度末残高・・・・・・・・・・・・・ 円

イ 一時借入金

本年度中における一時借入金はありません。
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Ⅱ 決 算 書 類 
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決 算 書 類 の 見 方

企業会計は本来決算主義によるものですが、公営企業会計については、官公庁会計と同様に予

算制度をも併せて採用しており、そのため、予算と決算の双方を重視するという立場から、決算

書類としては予算と比較した決算報告書のほか、損益計算書、貸借対照表などの財務諸表を中心

書類として作成されています。また、消費税及び地方消費税については、税込み処理、税抜き処

理おのおのの方法により計数を取扱いながら、消費税及び地方消費税の納税計算とも関連して決

算書類を作成することとなるので、その取扱いは以下のように表示することとなります。

１．決算報告書（消費税及び地方消費税込み）

  予算と対比してその執行状況を明らかにする必要があるため、予算額が消費税及び地方消

費税込みであるので「決算額」についても消費税及び地方消費税込みで表示しました。ただ

し、損益計算書、貸借対照表とも対比できるように、備考欄に消費税及び地方消費税の金額

を記載しています。

２．損益計算書（消費税及び地方消費税抜き）

企業の実質的な経営成績を明らかにするものであるため、消費税及び地方消費税抜きの金

額で表示しています。

３．剰余金計算書・剰余金処分計算書（案）（消費税及び地方消費税抜き）

貸借対照表に記載されている資本金及び剰余金の変化及び処分について記載するもので

あるため、貸借対照表と同様に消費税及び地方消費税抜きの金額で表示しています。

４．貸借対照表（消費税及び地方消費税抜き）

年度末における財政状態を明らかにするものであるため、消費税及び地方消費税抜きの金

額で表示しています。 
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（１） 収益的収入及び支出

収　　入

予 算

円 円 円

第１款 事業収益

第１項 営業収益

第２項 営業外収益

第３項 特別利益

支　　出

予 算

円 円 円 円 円

第１款 事業費用

第１項 営業費用

第２項 営業外費用

第３項 特別損失

第４項 予 備 費

規定による

業法第２４

条第３項の

支出額　　

区　　　分
当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額

地方公営企

区　　　分
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法第２４条第３項の

規定による支出額に係る財源充当額

△34,045,000 

１．平成２９年度生駒市
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額

円 円 円 円

額

円 円 円 円 円 円 円

△65,839 

 地方公営企

消費税及び地方消費税)

 業法第２６

 条第２項の

 規定による

 繰越額

不 用 額
合　　計

水道事業決算報告書

備　　　考

(決算額のうち、仮払
決 算 額

業法第２６

地方公営企

規定による

条第２項の

繰越額　　

小　　計

合　　　計
決　算　額

予算額に比べ
決算額の増減

備　　　　　　　　　考

（決算額のうち、仮受消費税及び地方消費税）
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(2) 資本的収入及び支出

収　　入

予 算

円 円 円 円 円

第１款 資本的収入

第１項 寄　附　金

第２項 納　付　金

第３項 負　担　金

第４項 分　担　金

支　　出

予 算

円 円 円 円 円 円 円

第１款 資本的支出

第１項 建設改良費

第２項 企業債償還金

第３項 還　付　金

第４項 予　備　費

増減額

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

当初予算額 補正予算額 小　　　計

地方公営企業法

第２６条の規定

による繰越額に

係る財源充当額

継続費逓次
繰越額に係る
財源充当額

継続費逓
当初予算額

区　　　分

の規定によ

る繰越額　

補　正 流　用
小　　計

地方公営企

業法第26条

次繰越額

区　　　分 予備費

支出額予算額
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額

円 円 円 円

額

円 円 円 円 円 円 円

△61,946,000 

△1,416,600 

△15,895,000 

円及び過年度分損益勘定留保資金収支調整額 円で補填しました。

合　　　　　計

決　算　額

備　　　　　　　考

△76,691,800 

規定による繰

法第２６条の 継続費逓次
合　　計

備　　考

(決算額のうち、仮払消

費税及び地方消費税)

不 用 額
合　　計

繰越額　　

越額　　　　

地方公営企業

翌 年 度 繰 越 額

(決算額のうち、仮受消費税

及び地方消費税)

決　　算　　額 予算額に比べ決算額の増減
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円 円 円

１.

２.

３.

４.

５.

６.

△1,350,431

小 水 力 売 電 収 益

給 水 分 担 金

２．平成２９年度生駒市水道事業損益計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

給 水 収 益

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

雑 収 益

受 託 工 事 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

過年度損益修正損

その他の営業収益

総 係 費

過年度損益修正益

固 定 資 産 売 却 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

小 水 力 発 電 費

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益

受 取 利 息

特 別 損 失

特 別 利 益

長 期 前 受 金 戻 入

雑 支 出

支 払 利 息
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（単位：円）

当年度末残高

議会の議決による処分額 △291,410,810 

資本金への組入れ △291,410,810 

繰越利益剰余金

処分後残高

３．平成２９年度生駒市水道事業剰余金処分計算書（案）

資本剰余金 未処分利益剰余金資本金
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給水分担金
新設改良施設
工事納付金

配水施設工事
納付金

拡張施設工事
納付金

寄附金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

一般会計納付金の納付

減債積立金の積立

資本金への組入れ

当年度変動額

除却損への補填

企業債の償還

一般会計出資金の収入

受贈財産の受入

当年度純利益

４．平成２９年度生駒市
（平成２９年４月１日から

処分後残高

当年度末残高

剰

資　　　　　　本
資本金
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（単位：円）

受贈財産
評価額

負担金 補助金 保険金
資本剰余金

合計
減債
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

△266,709,679 △266,709,679

△266,709,679 △266,709,679

△266,709,679 △266,709,679

繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

水道事業剰余金計算書
平成３０年３月３１日まで）

余　　　　　　金

資本合計
剰　　　　　　余　　　　　　金 利　益　剰　余　金
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（単位：円）　

１.

イ

ロ

△556,820,540

ハ

△13,310,039,133

ニ

△3,369,225,285

ホ

△42,446,673

ヘ

△103,438,087

ト

イ

２.

△1,246,504

固 定 資 産

土 地

（平成３０年３月３１日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両及 び運 搬具

建 物

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価償 却累 計額

未 収 金

貯 蔵 品

５．平成２９年度生駒市水道事業貸借対照表

建 設 仮 勘 定

減 価償 却累 計額

減 価償 却累 計額

減 価償 却累 計額

工具器具及び備品

減 価償 却累 計額

現 金 預 金

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産
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３．

４．

５．

長期前受金収益化累計額 △11,883,498,826

６．

７．

イ

ロ 新設改良施設工事納付金

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

リ

イ

ロ 当年度未処分利益剰余金

資 本 金 合 計

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

給 水 分 担 金

寄 附 金

資 本 金

資 本 金

剰 余 金

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

預 り 金

負　　債　　の　　部

未 払 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

拡張施設工事納付金

配水施設工事納付金

保 険 金

資 本 剰 余 金 合 計

負 担 金

補 助 金

受 贈財 産評 価額

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

企 業 債

繰 延 収 益 合 計

引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

前 受 金
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６．注 記

Ⅰ．重要な会計方針 

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品 先入先出法による原価法 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法による 

・主な耐用年数 

建 物 １０～５０年  構 築 物 １０～６０年 

機械及び装置 ６～２２年 車両運搬具  ３～ ７年 

工具器具及び備品 ２～２０年 

（２）無形固定資産 定額法による 

３ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金 

「生駒市職員退職給与基金の設置、管理及び処分に関する条例」に基づく退職給与基金

積立負担金を除き、追加的負担が生じないため、計上していません。 

（２） 賞与引当金 

翌年度６月の期末手当、勤勉手当及び法定福利費の支給に備えるため、当年度の負担に

属する額を計上しています。 

（３） 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損見込額を計上しています。 

 

Ⅱ．減損損失 

１ グルーピングの方法 

水道事業において使用している固定資産については、水道水の製造から販売まで全ての資産

が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つの資産グループと

しています。ただし、現在使用していない土地は、独立したキャッシュ・フローを生み出す

資産グループとして個別に取り扱います。 

２ 減損の兆候について 

減損の兆候は生じていません。 
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Ⅲ．その他の注記 

１ 給水分担金の取扱い 

給水分担金の平成２９年度収入の取扱いについては、４分の３を収益的収入とし、４分の１

を資本的収入としています。 

２ 仕入控除税額の計算方法 

平成２３年６月の消費税法の一部改正において、仕入税額控除制度の適用要件が見直された

ため、個別対応方式により仕入控除税額を計算し、仕入控除できなかった額を雑支出として

計上しました。

３ 特定収入の使途 

不課税収入のうちの特定収入（寄附金、移設補償に係る納付金、消火栓の新設改良に係る他

会計負担金など） 円は課税支出に充てました。 

４ 小水力発電事業の収支 

附帯事業である小水力発電事業にかかる収入は売電収益 円、支出は減価償却費

円です。 
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Ⅲ 決 算 附 属 書 類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

固定資産売却損・益（△は減少） △43,500

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

仮受金の増減額（△は減少） △270,978

長期前受金戻入額 △394,409,210

受取利息及び配当金 △6,221,916

支払利息

未収金の増減額（△は増加） △19,791,976

未払金の増減額（△は減少）

前受金の増減額（△は減少） △146,236

その他流動負債の増減額（△は減少） △33,823,975

たな卸資産の増減額（△は増加） △162,770

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △1,265,706

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △377,337,887

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出 △8,252,375

補助金、寄附金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △282,548,362

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △14,481,580

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,481,580

資金増減額

資金期首残高

資金期末残高

１．平成２９年度生駒市水道事業キャッシュ・フロー計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）
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（１）収益的収入 （消費税及び地方消費税抜き）

備　考

事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事
収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他
営 業 収 益

工 事 検 査 手 数 料

下 水 道 使 用 料
収 納 等 受 託 料
指定給水装置工事
業 者 指 定 手 数 料

他 会 計 負 担 金

営業外収益

受 取 利 息

預 金 利 息

長期前受金
戻 入

長 期 前 受 金 戻 入

給水分担金

給 水 分 担 金

雑 収 益

そ の 他 雑 収 益

小水力発電
収 益

売 電 収 益

特 別 利 益

固 定 資 産
売 却 益

固 定 資 産 売 却 益

過年度損益
修 正 益

過年度損益修正益

２．収益費用明細書

款 項 目 節 金　額(円)
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（２）収益的支出 （消費税及び地方消費税抜き）

備　考

事 業 費 用

営 業 費 用

原 水 及 び
浄 水 費

給 料
　 予算額
　  15,067,000円

職 員 手 当 等
　 予算額
　   7,964,000円

賞与引当金繰入額
　 予算額
　   2,361,000円

法 定 福 利 費
　 予算額
　   4,629,000円

旅 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

受 水 費

薬 品 費

負 担 金

工 事 請 負 費

配 水 及 び
給 水 費

給 料
　 予算額
　  55,613,000円

職 員 手 当 等
　 予算額
　  24,033,000円

賞与引当金繰入額
　 予算額
　   8,121,000円

法 定 福 利 費
　 予算額
　  16,164,000円

賃 金

旅 費

款 項 目 節 金　額(円)
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備　考

被 服 費

備 消 耗 品 費

光 熱 水 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

材 料 費

研 修 費

路 面 復 旧 費

受託工事費

備 消 耗 品 費

印 刷 製 本 費

修 繕 費

材 料 費

工 事 請 負 費

総 係 費

給 料
　 予算額
　  72,979,000円

職 員 手 当 等
　 予算額
　  35,052,000円

賞与引当金繰入額
　 予算額
　  11,960,000円

法 定 福 利 費
　 予算額
　  22,001,000円

賃 金

旅 費

被 服 費

備 消 耗 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

款 項 目 節 金　額(円)
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備　考

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

研 修 費

負 担 金

保 険 料

公 課 費

退 職 給 与 基 金
積 立 負 担 金

貸倒引当金繰入額

減価償却費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

資産減耗費

固 定 資 産 除 却 費

営業外費用

支 払 利 息

企 業 債 利 息

小 水 力
発 電 費

減 価 償 却 費

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

過年度損益
修 正 損

過年度損益修正損

款 項 目 節 金　額(円)
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（１）有形固定資産明細書

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

建 設 仮 勘 定

合 計

（２）無形固定資産明細書

合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額

資 産 の 種 類

３．固　　定　　資　　産　

年度当初の
現　在　高

当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
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（単位：円）

当年度増加額

（単位：円）

当年度減価償却高 備　　　　　　　　　　　考年度末現在高

減　　価　　償　　却　　累　　計　　額

累　　計
備　　考

年　度　末
償却未済高

　明　　細　　書

当年度減少額
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４．企　　業　　債　

償　　還　

当 年 度 償 還 高

平成 年 月 日 千円 円

元．3．27
財 務 省

種　　　　　類 発 行 総 額発 行 年 月 日

計
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　　高

償 還 高 累 計

円 円 ％ 平成 年 月 日

31．3．25

備　　　考償 還 終 期利 率未 償 還 残 高

　明　　細　　書
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Ⅳ 公営企業の経営の健全化 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 





   

１．資 金 不 足 比 率

 
地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22条第 2項に基づく資金不足比率は、以下の 

とおりとなりました。 
 

水道事業会計 － ％ 

 
資金不足比率とは事業の規模に対する資金不足額の比率のことで、政令で定める公営企業の経営

健全化基準は 20.0％となっています。生駒市水道事業では資金不足額が生じなかったので、資
金不足比率は「－％」と表示しています。 
 

資金不足比率 ＝ 
資金不足額 
事業の規模 

 

 
 資金不足額（注②） 事業の規模（注③） 

水道事業会計（注①） － 千円 2,314,618千円 

 
 

＊注① 水道事業は、地方公営企業法適用事業です。 
＊注② 資金不足額＝（流動負債－控除企業債等－控除未払金等－控除額）＋算入地方債の現在高 

－（流動資産の額－控除財源－控除額）－解消可能資金不足額 
＊注③ 事業の規模＝営業収益の額－受託工事収益の額（他会計負担金除く） 
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古紙配合率100％再生紙を使用しています


